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1）当時の失業統計の制度に関しては，村上茂利『日本の失業－その傾向と対   
策－』河出書房，1955年，が詳しい。なお，毎年3月に完全失業者が急   
増するのは，新規学卒者のうち未就職の者が一時的に増えるためである。  
2）『労働白書』1954年版，pp．28－34。  
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図15　完全失業者数・失業保険受給者実人員の推移
働生産性は上昇したが，1954年には，操業短縮の結果，労働生産性はほ
とんど改善されなかった。
③ドッジ・ラインの際には，第３次産業が戦時中の雇用削減を回復するた
めに雇用を吸収する余地を残しており，また，農村や都市の「ヤミ市場」
に就業の機会を求めることができたが，1954年には，そうした雇用吸収
部門が縮小していたので，失業者が顕在化した。
政府の失業対策　政府（吉田内閣）は，雇用情勢の悪化をそれほど深刻に
は受け止めていなかった。小坂善太郎労相は，日本では全就業者に占める
雇用者の割合が低いので，「金融財政引締めなどの雇用面に対する影響は
　　　　　　　　　　　　　　－56－
諸外国におけるほど直接的，鋭角的なものではない」と述べた3）。この認
識は，前掲した1955年度のr労働白書』が，日本の就業構造は近代化し
つつあり，その結果，失業が顕在化したとの見方とは異なる。
　ジャーナリズム4）や財界は，雇用惰勢の悪化を深刻に受け止めた。日経
連は，1954年７月３日に失業対策委員会を召集し，対策に本格的に乗り
出した5）。8月25日の日経連の「意見書」は，「今次の情勢はさきのドッ
ジライン時における如き過小生産段階の設備合理化，産業振興を伴う経済
整理と異り，経済収縮を直接の目的とするため，当面新たな雇用吸収は極
めて困難である」という見解を示し，「政府の施策が不充分であることは
遺憾とせざるを得ない」と政府を批判した6）。
　政府も，こうした世論に押される形で，失業対策を打ち出した。
　まず，労働省は，1954年７月，行政指導により企業に対して一時帰休
制度を実施させた。しかし，一時帰休制度は目先の一時的な対策にすぎな
いとして，企業の側からはあまり歓迎されなかった7）。
　1954年７月，経済企画庁に労働対策連絡協議会が設置された。この協
議会の審議にもとづいて，政府は公共事業への失業者の吸収を拡大するた
めに，1954年８月３日，「公共事業等による失業救済措置の強化について」
を閣議決定し，「緊急失業対策法」もとづく失業対策事業の範囲の拡大，
公共事業の失業者吸収率の引き上げなどの措置をとった8）。また，この閣
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表37　失業対策事業の推移
議決定をふまえて，道路整備事業と都市計画事業に１日平均１万5,000人
の失業者の吸収を図ることを目的とした「緊急就労対策事業」（建設省所
管）が，1954年度補正予算の財政的な裏づけを得て，1954年度第４四半
期から実施されか）。
　さらに，失業対策審議会の「当面の雇用失業対策に関する意見」（1954
年９月28日）1o）にもとづいて，比較的労働能力の高い失業者を対象とし
て，1955年度から「特別失業対策事業」（労働省所管）が実施された（1日
平均吸収人員３万人を予定）ｎ）。
　1956年度からは，「道路整備５ヵ年計画」にもとづく事業の一部を失業
－58－
対策事業として実施する「臨時就労対策事業」（建設省所管）が実施され
た12）。
　失業対策事業規模の推移を見ると, 1955,1956の両年度に予算額，吸
収人員ともに急増し，この２年度に予算規模は２倍以上に拡大したことが
わかる（表37）。
　失業対策事業費をめぐっては，大蔵省，労働省，実施各省（建設省・運
輸省・農林省など）の３者の立場が食い違った。労働省は，失業対策審議会
の諸答申を踏まえて，失業対策の緊急性を訴え，失業対策事業費の大幅増
加を訴えた。大蔵省は，すでに前節で見たように，緊縮財政政策のもとで
公共事業費の圧縮に力を注いでおり，失業対策事業費の拡大を抑えようと
した。実施各省は，公共事業費の本来の目的は，生産効果（公共財の提供，
私的投資の促進，未利用資源の開発）を発揮することにあり，「雇用効果の追
究に偏した事業運営を行うことは，公共事業の国民経済に与える生産効果
の低下」をもたらすとして，批判的であった13）。
　土木事業を主体とするほぼ同じ内容の事業でありながら，上記した３種
類もの失業対策事業が実施されたのは，この３者の利害と理念の対抗と
妥協の結果であった14）。
　ドッジ・ラインの際に，公共事業は，本来の事業効果を果すことを目的
とするものと，失業者の吸収を目的とするものとに分けられ，前者は公共
事業，後者は失業対策事業と名付けられた。上記の諸措置は，この方針を
再転換し，ふたたび公共事業全体に失業対策的な性格を持だせようとする
ものであった15）。
完全雇用という目標　雇用問題が関心を集めるなかで，完全雇用をいちは
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やく政治スローガンに掲げたのは，1954年11月に結成された民主党であ
った。民主党の「政策大綱」には，石橋湛山の主張により，「完全雇用を
目途とする財政経済政策の推進」が盛り込まれた16）。
　3ヵ月後の1955年２月に実施された総選挙では，民主党が「長期総合
経済計画により完全雇用の実をあげる」ことを公約に掲げたほか，自由党
も「経済の拡大と国土開発により雇用を増し，三十二年度までに失業者を
解消する」ことを謳い，左派社会党も，「長期計画をたて，初めの二年間
で完全失業を一掃，五年目には三百万人の潜在失業を近代産業に吸収す
る」と表明するなど，住宅問題とならんで，失業者の一掃や完全雇用を各
党が争って重点政策として掲げるに至った17）。
　しかし，一般には，完全雇用の目標を掲げても，その実現はきわめて困
難であると受け止められた。完全失業者は失業者全体から見れば氷山の一
角であり，農村と第３次産業に大量の潜在失業者が存在することが，当時
すでに広く認識されていたからである。
　潜在失業に開する当時の調査は，何種類かあるが，失業対策審議会が
1953（昭和28）年３月に発表した「潜在失業に関する調査報告書戸」の推
計によれば，不完全就業者は就業者全体の約20％の, 696万人に進して
いた19）。この潜在的失業者に，完全失業者53万人を加えれば，失業者の
総計は749万人にのぼる。
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　このように膨大な失業者を抱え，雇用問題は短期間には根本的解決は不
可能と考えられたにもかかわらず，完全雇用の目標が掲げられたのは，完
全雇用を政策の中心に据えることは先進国であるための条件と見なされた
からである。「完全雇用政策に関する白書」（1944年）を発表して完全雇用
政策を追求したイギリス，「雇用法」（1946年）を成立させたアメリカなど
が，完全雇用政策の模範とされた。
　完全雇用は，国際的規範にもなりつつあった。国連経済社会理事会の
「完全雇用に関する決議」（1950年）は，加盟国に対して，雇用目標も合む
長期経済計画の策定，完全雇用基準の決定を勧告した2o）。
　国連事務総長から国連加盟国に発せられた「完全雇用政策に問する質問
書」に対して，日本政府は，1953年５月に，ただちに完全雇用基準を設
けるのは困難であるという主旨のつぎのような回答を行った21）。
　「日本はまだ完全雇用基準を採用していない。」日本では家族従業者が多
く，「近代的労働者の全就業者に占める比率は先進国に比較すると低い。」
家族従業者の場合には，失業は明確にはあらわれない（「潜在失業」）。「い
うところの完全雇用が相当程度の生活水準の維持を前提とするものである
限り，われわれが完全雇用の基準を考究する場合，これらの潜在失業の存
在をなんらかの意味で織り込んだ基準を考察する必要を痛感している。」
　「本来潜在失業者数そのものを把握することは困難なことであるが，そ
れにほぼ近い数字を捉えるため全国的規模における調査」を実施しつつあ
る。「われわれは，この潜在失業を指標として明確化した後に，総合経済
政策の一環として完全雇用基準を設定すべきであると考えている。」
　大量の潜在失業の現実とのギャップの大きさゆえに，政党の側にも，完
全雇用を最重点政策とすることには，ためらいがあった。 1954年に成立
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した鳩山内閣も，完全雇用を政策の筆頭に掲げたわけではなく，重要施策
の１つではあるが，長期経済計画の目標という婉曲な形で完全雇用の実
現に言及したにすぎない。
　完全雇用を，はじめて，政府の政策の中心に据えたのは1956年末に登
場した石橋内閣であった22）。当初労働省が企図した「雇用基本法案」は実
現しなかったが，雇用審議会が1957年４月に設置された23）。雇用審議
会は，1957年６月に諮問を受け，1960年５月に「完全雇用に関する答申」
を行った。この答申は，完全雇用状態に接近するために，当面，不完全就
業の減少をはかり，「近代的な雇用関係が有効に展開されうるような雇用
状態に達することをもって，政策的努力の目標とすべきである」とした24）。
　このように完全雇用は，鳩山内閣が長期経済計画の目標として掲げ，石
橋内閣が最優先政策としたわけであるが，雇用審議会の答申が出た1960
年には，すでに労働市場は労働力過剰から労働力不足に移行しつつあった。
そのため，その後完全雇用政策は大きな注目を集めることはなかった。こ
の間に，長期経済計画においては，完全雇用を達成するための前提条件と
して経済成長を図る必要があると唱えられた。経済成長が達成されれば，
結果として完全雇用が実現するというように，経済成長自体が目的とされ
るようになった25）。
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　（2）失業対策から雇用政策へ
失業対策審議会答申（1955年４月５日）目標として完全雇用が掲げられる
にともない，労働政策の重点は，失業対策という事後的な救済政策から，
雇用機会の拡大を目標とする雇用政策へ転換していった。
　こうした雇用政策への転換を画するのは，1955年４月５日の失業対策
審議会（有沢広巳会長）の答申（答申第４号）である26）。
　答申は失業対策の筆頭に「産業政策」を掲げ，第２次産業の生産拡大を
通じての失業問題の解決を提唱した。
　答申の要旨は，つぎの通りである27）。
　失業の慢性化，今後に見込まれる就業必要人口の増大という事態に直面
し，雇用・失業問題は，「一時的，摩擦的な，あるいは景気の変動に伴う
異常の現象としての失業に対する『失業対策』の範囲をこえて，生産の拡
張，所得の増加を基調とする直接・間接の雇用増大をめざす『雇用政策』
に発展しなければその解決をはかることは不可能である。」
　そこで，雇用拡大政策が基本とならなければならないが，人口がすでに
過剰である第１次産業や，不完全就業者を抱えた第３次産業を雇用吸収部
門として想定することは妥当ではない。「それ故，今後の雇用政策が雇用
量の積極的な増加を目指してその基礎を産業活動の拡大に求める限り，そ
の拡大の主軸をなすものは当然に第二次産業部門でなければならない。」
　産業活動の拡大は「輸出の伸長に依存するところ極めて大」であり，輸
出増進対策が採られなければならない。しかし，輸出増進にも限度がある
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ので，「所得分配の適正化による国内市場の維持」，「雇用吸収力の比較的
大きい国内産業の発展」にも努める必要がある。
　「産業政策による第二次産業活動の拡大が，産業全体の雇用量を増大し，
失業の規模を小さくするまでには相当の期間を要」する。その間は，「失
業者吸収，雇用拡大に対する直接的な施策が」大規模に実施されなければ
ならない。
　答申と同時に発表された失業対策審議会の「日本における雇用と失業に
関する報告書」28）では，この政策転換を，「事後的救済措置から雇用増進
政策へ」と表現している。同報告書は，現在の失業者・半失業者をかりに
600万人と見積もれば，失業者・半失業者の数は第２次産業の雇用音数に
匹敵するほどの規模であり，さらに毎年75万人の若年新規労働力が供給
されるのだから，その解決は「容易ならざる途」だと述べた。
失業対策審議会答申（1955年12月21日）1955年12月21日の答申（答申
第５号）は，９月12日の総理大臣の諮問「当面の失業情勢に対応する失業
対策について意見を求める」に応えたもので，４月５日の答申が雇用の基
本問題を扱ったのに対して，当面の雇用情勢の悪化への対応策を検討して
いる29）。
　この答申は，「当分の間，国としては財政経済政策の基調を思い切って
雇用，失業問題緩和に集中」することを求めた。
人口問題審議会「人口収容力に関する決議」（1955年８月20日）厚生省の
人口問題審議会も雇用問題に強い関心を示した。
　人口問題審議会は，戦後の人口問題の深刻さは，「その規模においても
－64－
又その内容においても到底戦前のそれと対比すべからざるものがある」と
いう認識から，「経済政策に人口政策的な要素をおりこむこと，特に雇用
問題をその政策の焦点としてとりあげることの必要性を痛感し」て，1955
年８月20日に，「人口収容力に関する決議」を出した3o）。
　この決議は，政府がつぎの３点に努力を集中することを求めた。
①「実質国民所得の拡大を基礎とする合理的な就業機会の拡大を中心目
標」として，経済の計画化，産業構造の改編を図る。
②生産年令人口が急増する今後十数年については「特別就業対策」を実施
する。
③これらと併行して，社会保障対策の拡大と整備を図る。
　この決議では，一方では，「産業の高度工業化と国内資源の高度利用を
推進する」としながらも，他方で，「農業その他過剰人口圧力の集中され
る産業部門に対し，その人口収容力をできるだけ健全化し保全する方策を
議ずる」とした点が注目される。この決議は，農業や商業においては家族
経営が「生業の場」として大きな役割を果していることに着目し，「それ
らの特殊性を生かしながらその経営を合理化しその所得を増大させるよう
な措置を議ずることが必要である」とした。とくに農業においては，農村
における兼業機会の拡大により，「当分の間はできるだけ農村からの離脱
を緩和するよう努力することが望ましい」と述べている。
　（3）経済審議会民生雇用部会
民生雇用部門の施策「経済自立５ヵ年計画」に掲げられた民生雇用部門
の施策は以下の通りである31）。
1.雇用対策の強化：雇用の改善は経済基盤の拡大によって達成すること
が基本であるが，経済規模の拡大によっても吸収し得ない労働力人口に対
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しては，公共事業，失業対策事業を強化して，雇用の吸収を図る。
2.中小企業の強化による雇用の吸収：中小企業の雇用に占める地位の重
要性に鑑みて，中小企業の強化，育成に努める。
3.労働市場の合理化と雇用の質的向上：労働力の需要と供給の合理的結
合を促進するために，職業紹介，職業補導，職業教育の整備拡充等を行う。
4.社会保障の強化：今後も低所得ないし要生活保護階層の残存が予想さ
れるので，社会保障政策の一層の進展を図る。
5.家族計画の普及及び徹底：家族計画の普及・徹底を図り，将来におい
て増大する人口の圧迫を緩和する。
6.移民：従来からの農業移民の他に，企業移民も推進し，輸出の振興を
図る。
　これらの施策は，前掲の失業対策審議会答申や人口問題審議会決議に沿
ったものであり，経済規模の拡大による雇用拡大を基本としつつも，当面
は人口圧力の緩和を，第１次産業や第３次産業による雇用の吸収，公共事
業や社会保障といった政府の対策によって和らげようとするものであった。
完全雇用目標についての議論　経済企画庁は，計画期間中における完全雇
用の達或はきわめて困難だと考えていた。経済審議会の部会での議論のタ
タキ台として作成された「総合経済計画試案」（経済企画庁　昭和30年８月
16日）は，つぎのように述べている32）。
　「完全雇用が終局の目的ではあっても計画期間内に潜在失業者をも含め
た雇用の問題を満足のゆくように解決する力は我が国の経済にはないであ
ろう。」「労働力人口を第二次産業と第三次産業で吸収するためには，これ
らの部門の生産性の向上はやや低目に抑えられることも止むを得ない。」
ただし，輸出競争力強化のために製造業の「生産性は高度に保つ必要があ
り」，この部門の負担を軽くするために，公共事業，失業対策事業，社会
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保障が要請される。第３次産業は，すでに過剰雇用であり，「就業者を吸
収せしめることは理想からは達いであろうが」「ある程度の譲歩をせざる
をえない。」
　経済自立の目標を達成するために，輸出産業の競争力を強めようとすれ
ば，産業合理化により労働生産性を高めなければならず，そうすれば，第
２次産業の雇用吸収力が弱まり９もう１つの目標である完全雇用が達成
できないという矛盾が存在した。２つの目標を同時に達成するためには，
高い経済成長率が必要であるが，「6ヵ年計画」が想定した年5％成長で
はそれは不可能であった。
　８月16日の第２回総合部会では，「経済自立と完全雇用との両立はむつ
かしい。第二次産業等については雇用と合理化及輸出振興の調整がむつか
しく雇用をあまりのばすことはむりではないか」との意見が出た33）。また，
生産部会鉱工業小委員会では，「目標としての完全雇用が強調されすぎて
いると思う。完全雇用が強調されすぎると，結論がぼやける。現実的に企
業は新規設備の導人とからんで，ヂレンマに陥っている」34）（8月19日小委
員会）という意見も出された。
全部雇用と完全雇用　このような困難を，「経済自立５ヵ年計画」は，一
方においては，すでに過剰就業者を抱えている産業部門も含めて，就業人
口のいっそうの拡大を回り，他方においては，労働力人口の増大を抑える
方策により対処しようとした。この計画が，「全部雇用的な考え方に立っ
ており要就業人口に対して，ともかくできるだけ多くの雇用機会を与える
ことを回っているにすぎない」と批判された所以である35）。また，木村禧
八郎（参議院議員　労農党）は，「経済自立５ヵ年計画」のもととなった「総
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合経済６ヵ年計画の構想」について，「現在でも数百万の潜在失業者があ
るので，今後の労働人口の増加を考えると，この計画は『全部雇用』には
なるかもしれぬが『完全雇用』にはとてもなるまい」と，批判した36）。
　計画では，吸収しきれない労働力は，中小企業や商業部門で吸収しよう
と考えられた。「経済自立５ヵ年計画」における，計画期間中の就業者数
の増減を見ると, 504万人の就業者増のうち，第１次産業に約15% (76万
人），第２次産業に約32% (163万人），第３次産業に約53% (267万人）が
吸収されることになっている。第２次産業で吸収でできない労働力を第
３次産業で吸収するものとされた。
　これに対しては，中小企業の立場から，「中小企業に雇用が集中するか
ら，ますます圧迫が強くなる。現在でも雇用は，飽和状態になっているの
に，更に154万人も入るとすると，中小企業はゴミ捨て場のようなものに
なり，由々しい問題である」37∩9月16日小委員会）という強い異論が出さ
れた。こうした異論に対しては，中小企業対策を盛り込むことで対処した。
「6ヵ年計画」答申にはつぎのような文言が盛り込まれている38）。
　「中小企業の雇用に占める地位の重要性に鑑み，中小企業の強化，育成
に努め，この部門における健全な雇用の拡大を可能ならしむる必要がある。
また，中小企業労働者に対する労働，および福祉対策についても，積極的
な措置を講ずるものとする。」
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労働化率・人口の抑制「完全雇用」を実現するもう１つの方策は，労働
力人口の増加を抑えることであった。
　「6ヵ年計画」は，労働力率が現状の水準（67.8％）で推移すると想定し
たが，それは予測というよりも，労働力率をこの水準に維持しなければ
「完全雇用」が実現しないという意味であり，この水準は達成されるべき
目標値であった。民生雇用部会では，「労働力率は，毎年上昇し続けている
ので試案の如く基準年次の労働力率がそのまま最終年次まで横這いとなっ
ていることに賛成できない」という批判が出たが■39)これに対しては，「自
然的趨勢としては労働力率は一応上昇傾向にあるが，経済的，社会的諸政
策によりこれを低下させる］ことができるという部会の結論を出した4o）。
　労働力率上昇の原因は，非労働力人□（とくに老齢者と女子）がいちじる
しく労働力化していることにあり，老齢者と女子を労働市場から退出させ
ることにより労働力率の低下を図るべきだとされた。この点について，民
生雇用部会では，つぎのような意見の一致を見た41）。
　「非労働力人口の労働力化して顕著なものに老齢者と女子とがあるが，
女子については，母子世帯及び家庭婦人の進出も著るしい。まづ老齢者と
母子世帯とを問題にすると，社会保障制度の確立（老齢年金，老人ホーム，
母子寮，生活保護，傷病保険等）によって対処しうる面が少なくない。」「母
子世帯以外の女性については，婦人の解放に伴い労働力化はやむを得ない
ものもあるが，例えば住宅建築のために婦人が行う内職等は，住宅政策の
拡充によってある程度その必要がなくなるであろう。」
　労働力率の抑制とともに，家族計画の普及・徹底による人口抑制も掲げ
られた。
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　厚生省人口問題審議会は，1954年８月24日に「人口の量的調整に関す
る決議」を行い，「家族計画の普及」を訴えていた。この決議は，「戦前す
でに人口過剰に苦しんだわが国は敗戦後，人口の激増を来し，人口と資源
の不均衡はますます激化するに至った。これをこのままに放任すれば，経
済自立の困難はもとより，生活不安の累加＝社会秩序の混乱を来し，ひい
ては国際平和推進の妨げとなるおそれなしとしない」という認識に立ち，
「人口の量的調整が現下喫緊の要務であると認め」て，その方策として「家
族計画の普及」を提言した42）。
　経済審議会民生雇用部会の報告における「家族計画の普及及び徹底」の
趣旨は，この人口問題審議会の決議の趣旨を踏まえたものであった43）。
計画と実績との対比　就業者および雇用者の産業部門別増減を，計画と実
績を比較してみよう（表38）。
　前記のように計画では, 504万人の就業者増加のうち第２次産業で吸収
できない部分を，第３次産業が主として吸収し，さらに，第１次産業でも
若干を引き受けるという形になっている。
　実績は計画とは大きく異なった。第２次産業は予想したよりもはるかに
大量の雇用者を吸収した。第３次産業の雇用吸収も予想よりも大きかった。
他方で，第１次産業では167万人という大幅な就業者の減少が起きた。
　第２次産業の雇用が予想よりも増加したのは，工業生産の伸びが極めて
大きかったことに加えて，機械工業の雇用増がいちじるしかったためであ
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表38　就業者・雇用者の産業部門別構成（計画と実績）
－71－
表39　産業別の限界雇用係数と生産および雇用増加の産業別構成比
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図16　労働力率の推移
傾向をたどった。1960年の労働力率は，1954年よりも0.6%低い水準で
あり，ほぼ横這いという計画の予想通りとなった（図16）。
　男女別，年令別の労働力率は計画には示されていないが，この実績を見
ると，1955年および1960年，1965年および1970年は，グラフがほぼ同
じ形をしており，1960年と1965年の間に大きな変化があったことがわか
る（図17）。この時期に，男女ともに15歳～19歳の労働力率の大幅な低
下が見られたが，これは高等学校進学率の上昇によるものであった。女子
の場合にはさらに，1960年代に25歳から34歳の労働力率の低下と，40
歳から59歳の労働力率の上昇が顕著となり，いわゆるＭ字型カーブが鮮
明に現れたことがわかる。
　　　　　　　　　　　　　　－73－
図17　年令別労働力率の変化
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10「経済自立５ヵ年計画」に関する評価
　困　同時代の評価
大蔵省「経済自立５ヵ年計画」に対する大蔵省の見解を代表するものと
しては，塩谷忠男（大蔵大臣官房調査課長）の批判がある1）。
　多岐におよぶ塩谷の批判点を列挙すれば以下の通りである。
①労働力率や労働生産性は変動的であるので，計画の正確度は疑問である。
②経済成長率年平均5％は高すぎる。
③輸入性向は計画よりも高いと思われる。
④民間投資の算定は過大である。
⑤第２次産業の雇用増と生産性上昇とは両立し得ない。
⑥資全計画に適切な見通しがない。
　批判の基調は，5％成長という想定は高すぎ，この成長率を目標に経済
運営を行うと，経済安定を損なうという点にある。
　塩谷は，「周知のように戦前におけるわが国経済の成長率は平均して
4％といわれているが，この時期はあたかも日本資本主義の勃興期であり，
戦争と領土拡張に支えられて経済が異常に発展した時であり，財政も概ね
膨張財政を継続し，且つ輸入超過と外資の利用が可能であったことを注目
せなばならぬ。今後，安定経済の基調のもとにインフレなき拡大をはかる
べき時に，果して戦前を凌駕する経済発展率を期待し得るか，疑問なきを
得ない」と述べ2），「この計画は全体として完全雇用を前提として，そこ
から導き出される国民総生産の規模を出発点として計画が策定されている
ため，計画が租々過大となるきらいがあるのみならず，この間において消
費も投資も財政規模も増大し，万事があまりにうまく進み過ぎる構図とな
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り，このため国民に不必要な安易感を与えるおそれがないではない」3）と
批判する。
　こうした主張は，均衡財政を維持しようという大蔵省の立場に即した批
判である。
下村治　同じ大蔵官僚でも，下村治（日本銀行政策委員）は，経済成長率年
５％は無理のない数字だと見ていた4）。
　下村は，目標年次（1960年度）までの輸出の伸びを年率4％，1960年度
の輸出水準を24億3,000万ドル（「6ヵ年計画」では26億6,000万ドル）と
推定した。輸入は，国民所得の増加と同じペースで増加すると見込み，
1960年度の輸入水準は，「6ヵ年計画」の25億9,000万ドルよりも少ない
23億ドル程度とした。その結果，１億3,000万ドルの貿易黒字が生じるも
のと予想し，年5％成長は，国際収支の面から見て問題はないと判断した。
　他方で下村は，「6ヵ年計画」の設備投資額について，過大だと批判し
た。設備投資の産出係数をほぼ１とすれば，設備更新を含めた設備投資額
は，年額6,000億円程度と推定されるので，「6ヵ年計画」の1955年度
7,800億円，1956年度9,500億円，1957年度１兆500億円は過大である。
実際には，資金需給は「6ヵ年計画」が予想するほどには逼迫しないだろ
う，というのが下村の批判点であった。
　下村が塩谷と異なり5％成長を是認した背景には，当時の経済情勢につ
いての見解の相違があった。
　1954年のなかばまでは下村は，熱心な引締め論者であった。 1953年12
月に下村は，1954（昭和29）年度予算編成を評して，「1兆円予算」だけで
は有効需要を十分に収縮させることはできないので，財政投融資の1,000
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億円前後の削減および一段の金融引締めが必要だと主張した5)。下村は，
経済政策のポイントは，朝鮮特需によって蔓延したインフレ心理を変える
ことにあると考えていた6)。インフレ心理の結果，過大な在庫投資が生じ，
輸入が激増し，国際収支危機を招いた。したがって，引き締め政策(とく
に金融引き締め)によってインフレ心理を冷ますというのが下村の処方箋
であった7)。
　下村は，1954年９月頃になると，インフレの危険はすでに去ったので
一層の引締め政策は必要ないという見解を打ち出した8)。下村は，1954年
度は３億5000万ドル～4憶ドルの国際収支黒字が予想されるので，金融
をさらに引き締めてまで国際収支の黒字を追求するのは誤りだとしたので
ある9)。こうした下村の主張に対して，経済界では賛成する者が少なくな
かったが，大蔵省，日銀は批判的だったと伝えられる1o)。
　1954年度国際収支大幅黒字説が的中すると(1954会計年度の黒字は３億
4,400万ドル)11)，1955年に，下村は積極的に低金利政策を提唱し始めた。
　｢企業家の精神に自発的な投資意欲が復活するためには，市中金利の水
準を現在のデフレーション的な高水準から，もっと引き下げておかなけれ
ばならない。これが，健全な基礎の上に経済の活況をとりもどすために必
要な不可欠の条件である。｣12)
　下村は，投資が回復しない原因は，銀行の貸出金利が異常に高く，企業
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収益率との間に１％の逆鞘が発生しているためであると考えた13）。
　下村の議論は，大蔵省主流が唱えていた「1兆円予算」堅持論にもとづ
く緊縮政策維持路線とは異なるものであったが，大蔵省の政策と対立する
ものではなかった。下村は，「状況は昭和28年度予算編成当時よりも安定
している」が，「財政についての節度を緩和するに足る状況とは認められ
ない。」「一方においては予算について，従来と変わらない節度を維持する
とともに，他方において金利低下の傾向を，計画的かつ円滑に推進するこ
とができれば，経済活動は，正常なすがたをとりもどすであろう」と考え
ていた14）。つまり，財政は緊縮政策の維持，金融は緩和というのが下村の
主張であったからである。
山田雄三　学界で当時，経済計画論の第一人者であった山田雄三（一橋大
学教授）の批判点は，つぎの２点にあった。
　第１は，投資計画の欠如である。
　この計画では，「企業の創意性を尊重し，自由経済の建前を」強調した
資本主義的な経済計画であり，計画実現の手段は，財政・金融の操作によ
るとされている。しかし，他方では，産業構造の変革を重視しており，
「物動的」な考え方も入り込んでいる15）。すなわち，「財政政策（フィスカ
ル・ポリシー）と呼ばれるものよりはやや強い，しかしいわゆる物動計画
（モビリゼーション）ほど極端でないところの或る種の計画が要求されてい
るように思われる。」16）そうであるならば，「少なくとも投資が財政金融の
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組織化を通じて（もちろん物動まではいかないにしても）計画化されることが
考えられてよいだろう。ところで，今度の計画では，単なる『道しるべ』
に満足して，このような投資計画の組織化に何ら深く関心を示していな
いｏ」17）
　第２は，１種類の計画の目標だけを掲げ，目標年次までの１つの経済成
長パターンを示すのでは不充分であり，重点の置き方（貿易と自給のいずれ
を重視するのかなど）によっていくつかの異なる経済成長のパターンを描く
べきであるという批判であった18）。この批判点は，「新長期経済計画」の
想定成長率法の採用の際に活かされることになる19）。
中山伊知郎　中山伊知郎（一橋大学教授）は，『通商産業研究』に寄せた文
章のなかで，つぎのような批判点を示した2o）。
①計画では，「歳出の規模は国民所得の伸びと歩調を併せるものとされて
いる」が，それで「果して計画にあるような拡大均衡が可能であろうか」。
②この計画は，「国民の将来に希望を与えるため」に作成されたのに，計
画は抽象的で，賃金や生活水準についての具体的な指摘がない。
③日本の産業構造の抱える根本的問題の１つは，「戦争準備のために特殊
の重工業化に偏して，他の産業，殊に中小企業とのバランスを失った仕組
みを如何にしてたて直すかという点に」あるのだから，重化学工業化を掲
げるだけでなく，中小企業問題への根本的対処が必要である。また，第
１次産業から排出された労働力が，第２次産業では吸収されずに第３次
産業にしわよせされる形になっているが，これは潜在失業者の増大を意味
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しないか。
稲葉秀三「経済復興５ヵ年計画」（1949年）の立案者であった稲葉秀三
（国民経済研究協会）は，経済安定を重視する立場から，つぎのような論点
を出した21）。
①日本の場合，完全雇用は「絵に描いた餅」に終りやすいので，第２次産
業と交通業の雇用の増加を目標にすべきである。
②究極において国民所得水準の上昇を目指すとしても，「当面は経済自立
を目途として産業構造，雇用，投資の方向をかえようというものでなけれ
ばならない。」また，通貨の安定という枠の中ですべての問題を解決する
ように善処しなければならない。
③労働力の増加に生産性の増加を掛けるという方式（コルム方式）よりも，
貯蓄投資率と資本係数を重視すべきである。
　（2）歴史的意義
　「経済自立５ヵ年計画」の特徴「経済自立５ヵ年計画」は，つぎの４つ
の考え方によって枠づけられていたと言えよう。
　第１に，完全雇用目標は，戦後の先進国にとって必須条件だとする考え
である。完全雇用という目標を掲げることは，先進国の一員であることの
証であるとともに，その達成は，政治的安定のための条件でもあるとされ
た。
　第２は，対外均衡（＝国際収支の均衡）をはかるための「１兆円予算」に
代表される緊縮財政金融政策である。「経済自立５ヵ年計画」のもう１つ
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の目的が「経済自立」（＝特需なき国際収支の均衡）である以上，「1兆円予
算」維持されなければならないと考えられた。
　第３は，輸出の振興を軸とした産業合理化政策である。朝鮮特需の時期
に唱えられた輸入優先主義は姿を消し，輸出優先主義の通商産業政策が本
格的な形で登場したのは1954年不況を契機にしてであった。輸出振興は，
「経済自立」を達成するためのもっとも効果ある手段として「経済自立５
ヵ年計画」の中に位置付けられた。
　第４に，戦後復興期の急速な経済成長は，復興に伴う一時的な現象であ
り,やがて戦前の成長のトレンドに戻るという当時流布していた見方が「経
済自立５ヵ年計画」策定の前提として存在した。ここから，年5％という
戦前なみの成長率が弾き出された。
計画と実績との乖離　計画と実績とを比較すると，国民総生産（ＧＮＰ），国
民所得（NI）はじめ，すべての指標で実績は計画を大きく上回った（表40）。
経済成長率の実績は，年9.1% (実質）であり，計画のほぼ倍となった。
経済規模は，計画の２年目の1956年度には早くも，ほぼ目標年次（1960
年度）の水準に達してしまった。
　計画と実績との大きな乖離の原因は，一般的に言えば，緊縮財政路線に
束縛されて積極的な成長路線を打ち出せなかったこと，戦後の高い経済成
長を一時的な変化と誤認し，戦前の日本経済の構造を前提とした思考から
抜け出せなかったことにあった。この２つの点は，「経済自立５ヵ年計画」
の反省の上に立って立案された「新長期経済計画」（1957年12月）におい
ても是正されなかった22）。
　もう少し具体的に言うならば，①技術革新を予測できず，投資効率を低
く見積もりすぎたこと23)②輸出の急速な伸びを予測できなかったこと，
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表40「経済自立５ヵ年計画」の主要経済指標（計画と実績との対比）
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③民間設備投資の伸びを低く見積りすぎたことなどの点が，計画と実績が
乖離した主な原因である。
　しかし，投資効率など具体的な数値の予測違いは，戦後の急激な変化を
見定めるに十分な時間のなかった1955年の時点では，計画策定者の大き
なミスとは言えないように思われる。当時の一般的な世論は，この計画で
さえ，野心的すぎると見なしていたのである。
　問題があるとすれば，それは，戦後の新しい変化がより明確に見えてき
た「新長期経済計画」の策定の際に，「経済自立５ヵ年計画」の詳細な検
討が行われたにもかかわらず，これらの弱点が十分に是正されなかったこ
とであろう。
財政・金融面の裏付けの欠如　しかし，長期経済計画の存在意義が問われ
るような，より根本的な問題は別のところにあった。
　「経済自立５ヵ年計画」では，計画実現が，直接的な統制ではなく，財
政金融政策という間接的手段によるとされながら，財政金融に関して具体
的な政策や数字がほとんど示されなかったことである24）。その理由は，「6
ヵ年計画」の答申を纏める過程で，大蔵省と経済企画庁その他の省庁との
調整がつかず，両論併記という異例の形をとったことに端的に示されてい
るように，長期経済計画が緊縮財政政策を阻害することを大蔵省が強く懸
念したことにあった。
　成長促進型の長期経済計画の資金的裏付けをいかにして確保するかは，
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その後の課題として空白のままに残された。
アナウンスメント効果　この計画は，実績をはるかに下回る成長率を掲げ
たにもかかわらず，企業に将来への楽観的な見通しを持たせ，投資意欲を
高めるというアナウンスメント効果を発揮し，神武景気の現出に寄与した
と推定できる25）。
　それは，当時の経済界の雰囲気が，経済審議庁（経済企画庁）よりもさ
らに悲観的であったからである。また，大蔵省の主流は「1兆円予算」堅
持の立場から，5％の成長率でも高すぎると批判した。この時期の経済企
画庁は，大蔵省よりも通産省や建設省の側に寄った積極的なスタンスをと
り，輸出優先の産業政策を掲げ，公共事業支出や財政投融資の拡大を図ろ
うとしたのである。
　こうした事情を考慮すれば，控え目な5％という成長率を掲げたこの計
画が，投資意欲を高める効果を持ったことは納得できる。
計画の調整機能　しかし，「経済自立５ヵ年計画」が各省庁の諸政策の調
整機能を果したかどうかは疑問である。
　経済審議会の各部会では，それぞれ関係省庁が中心となって部門別の答
申案を作成し，その際には，各省庁が独自に作成していた産業別，事業別
の長期計画がほぼそのままの形で織りこまれた。したがって，計画には各
省庁の政策はかなり忠実に反映されている。しかし，すでに見てきたよう
に，各省庁間の調整はほとんどなされておらず，計画が調整機能を発揮し
たとは言えない26）。
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完全雇用目標の意義　国際収支の赤字や，潜在的失業などの当時，抱えて
いた諸問題を一挙に解決できるほど高い成長率を見込めないなかで，「経
済自立５ヵ年計画」は，完全雇用の実現を優先的な課題として掲げつつ，
諸産業や諸利害がバランスする構図を描いた。
　この計画において，完全雇用が重点目標となったことは，長期経済計画
が対外均衡を重視する外向きの計画（外国から経済援助を受ける時に，将来の
債務返済が可能であることを説明するための資料）から，国民に対してヴィジ
ョンを示すための計画に変わったことを意味する。また，日本が福祉国家
型の先進国を目指すことを明確に掲げたという点で，その後の日本の基本
的政策理念を決定づけたという意義がある。
　　［付記］本論文は，総合研究開発機構（ＮＩＲＡ）のプロジェクト「戦後の経済計
　　　　　　画に関する資料研究（昭和30年代）」における資料収集・整理の成果
　　　　　　にもとづいている。また，研究の取り纏めにあたっては，成城大学特
　　　　　　別研究助成による援助を受けた。
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